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●指定確認検査機関、建築士事務所所属建築士、登録住宅性能評価機構等の発行する増改築等工事
証明書

●補助金等、改修費の額を証する書類
●登記事項証明書など、改修工事をした家屋の床面積を明らかにする書類

●ローンの要件がないため、自己資金でも適用可能。
●「住宅ローン控除」との併用はできない。
●合計所得金額が2,000万円を超える場合には、適用しない。

　この適用を受けるためには、確定申告書に、控除を受ける金額について記載をし、控除に関する明細
書及び以下の書類を添付して、入居した年の翌年2月16日から3月15日までに税務署に提出する。

子育て対応改修工事の所得税額の特別控除
　子育て世帯等に該当する個人が、マイホーム（所有家屋）の子育て対応改修工事を行い、令和6年4
月1日から同年12月31日までの間、かつ、改修工事等の日から6か月以内にそのマイホームを居住の
用に供した場合には、令和6年分の所得税の額から下記の算式により計算した控除額を控除できる。

項　　目 要　　　　　　　　　　　　件

子育て対応
改修工事　

次に掲げる工事で工事費用（補助金等の額を除く）が50万円を超えるもの。
①住宅内における子供の事故を防止するための工事
②対面式キッチンへの交換工事
③開口部の防犯性を高める工事
④収納設備増設工事
⑤防音性を高める工事
⑥間取り変更工事で一定のもの

適用対象者
令和6年12月31日において次のいずれかに該当する者
①18歳以下の扶養親族を有する者
②申請者又はその配偶者が40歳未満である者

適用要件

適用を受けるための手続

主
な
添
付
書
類

縦覧できる人
土地に対する固定資産税の納税者
家屋に対する固定資産税の納税者

縦覧できる帳簿名
土地価格等縦覧帳簿
家屋価格等縦覧帳簿

帳簿に記載されている事項
所在、地番、地目、地積、価格　　　　　　
所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格

●土地又は家屋に対する固定資産税の納税者であっても、他の市町村の縦覧帳簿を見るこ
とはできない。

固定資産税
OUTLINE

税率

●土地、家屋、償却資産（これらを固定資産という）に毎年かけられる市町村税。
●毎年1月1日現在、市町村の固定資産課税台帳に所有者として登録されている人にかかる。
●土地・家屋の固定資産税評価額は、3年に1度評価替えされる（令和3年度・令和6年度は評価替えの

年度）。
●一定の住宅用地と新築家屋等には課税標準の特例、軽減措置等が設けられている。
●納税は、毎年、市町村長から送付される納税通知書に従い、一括払い又は年4回に分けて行う。（年4

回の納期は、原則として4月、7月、12月、2月とされているが、自治体や年度によって異なること
がある）

課税標準額×1.4％（標準税率）

課税標準
●固定資産税の税額を算出する基準は、原則として、その資産の固定資産税評価額。この評価額は3年

ごとに（償却資産は毎年）見直される。ただし、土地の地目の変更や家屋の新築又は増改築その他一
定の事由が生じた場合は、その年度において評価額を見直す。また、一定の住宅用地については、課
税標準の特例や負担調整措置が設けられ、評価額がそのまま課税標準額にならない場合がある。
固定資産税の免税点

●同一の市町村内に所有する固定資産の課税標準
　額の合計が右の場合、固定資産税はかからない。
納税義務者

●毎年1月1日現在で、固定資産を所有している人が納税義務者となる。ここで所有しているという
のは、土地登記簿、家屋登記簿、償却資産課税台帳等に所有者として登録されている人をいう。

●売買等によって実際の所有者が変わっていても、登記簿等の名義変更手続が1月1日現在において
済んでいない場合、前の所有者が納税義務者となる。

情報公開制度

土地・家屋の評価額等の決定と公示

●土地・家屋の評価額等は、毎年3月31日（決定期限）までに決定され、公示される。

固定資産課税台帳の閲覧及び土地価格等縦覧帳簿・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

●納税義務者、借地人・借家人等、固定資産の管理処分権を有する一定の者は、新年度の価格等の公示日
以降であれば、いつでも固定資産課税台帳記載事項の閲覧と証明書の交付を受けることができる。

●土地又は家屋の固定資産税の納税者は、自己の所有する土地・家屋の評価額を、その土地・家屋の
所在する市町村内の他の土地・家屋の評価額と比較することができるよう、それぞれ次に掲げる事
項を記載した土地ごと家屋ごとに作成された土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿を縦覧す
ることができる。

●税率は自治体により異なることがある。

土地……………30万円未満
家屋……………20万円未満
償却資産……150万円未満

控除額 （最高限度額は62万5千円）

　次のイ及びロの合計額

イ．必須工事

子育て対応改修工事の標準的な
費用の額（補助金等の額を除く）

限度額250万円
×  10％ ＝   控除額（最高控除額は25万円）

ロ．必須工事の対象工事限度額超過分及びその他のリフォーム

必須工事に係る標準的な
費用相当額と同額まで＊

×  5％ ＝   控除額（最高控除額は37万5千円）

＊最大対象工事限度額は必須工事と併せて合計1,000万円が限度

工事をした
家屋の要件

●工事をした家屋で床面積が50㎡以上であるもの
●その者が主として居住の用に供すると認められるもの
●工事に自己の居住用以外の部分がある場合は、居住用部分の工事費が全体の2分

の1以上であるもの

30　　不動産を購入するときにかかる税金30　　不動産を所有しているときにかかる税金
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●指定確認検査機関、建築士事務所所属建築士、登録住宅性能評価機構等の発行する増改築等工事
証明書

●補助金等、改修費の額を証する書類
●登記事項証明書など、改修工事をした家屋の床面積を明らかにする書類

●ローンの要件がないため、自己資金でも適用可能。
●「住宅ローン控除」との併用はできない。
●合計所得金額が2,000万円を超える場合には、適用しない。

　この適用を受けるためには、確定申告書に、控除を受ける金額について記載をし、控除に関する明細
書及び以下の書類を添付して、入居した年の翌年2月16日から3月15日までに税務署に提出する。

子育て対応改修工事の所得税額の特別控除
　子育て世帯等に該当する個人が、マイホーム（所有家屋）の子育て対応改修工事を行い、令和6年4
月1日から同年12月31日までの間、かつ、改修工事等の日から6か月以内にそのマイホームを居住の
用に供した場合には、令和6年分の所得税の額から下記の算式により計算した控除額を控除できる。

項　　目 要　　　　　　　　　　　　件

子育て対応
改修工事　

次に掲げる工事で工事費用（補助金等の額を除く）が50万円を超えるもの。
①住宅内における子供の事故を防止するための工事
②対面式キッチンへの交換工事
③開口部の防犯性を高める工事
④収納設備増設工事
⑤防音性を高める工事
⑥間取り変更工事で一定のもの

適用対象者
令和6年12月31日において次のいずれかに該当する者
①18歳以下の扶養親族を有する者
②申請者又はその配偶者が40歳未満である者

適用要件

適用を受けるための手続

主
な
添
付
書
類

縦覧できる人
土地に対する固定資産税の納税者
家屋に対する固定資産税の納税者

縦覧できる帳簿名
土地価格等縦覧帳簿
家屋価格等縦覧帳簿

帳簿に記載されている事項
所在、地番、地目、地積、価格　　　　　　
所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格

●土地又は家屋に対する固定資産税の納税者であっても、他の市町村の縦覧帳簿を見るこ
とはできない。

固定資産税
OUTLINE

税率

●土地、家屋、償却資産（これらを固定資産という）に毎年かけられる市町村税。
●毎年1月1日現在、市町村の固定資産課税台帳に所有者として登録されている人にかかる。
●土地・家屋の固定資産税評価額は、3年に1度評価替えされる（令和3年度・令和6年度は評価替えの

年度）。
●一定の住宅用地と新築家屋等には課税標準の特例、軽減措置等が設けられている。
●納税は、毎年、市町村長から送付される納税通知書に従い、一括払い又は年4回に分けて行う。（年4

回の納期は、原則として4月、7月、12月、2月とされているが、自治体や年度によって異なること
がある）

課税標準額×1.4％（標準税率）

課税標準
●固定資産税の税額を算出する基準は、原則として、その資産の固定資産税評価額。この評価額は3年

ごとに（償却資産は毎年）見直される。ただし、土地の地目の変更や家屋の新築又は増改築その他一
定の事由が生じた場合は、その年度において評価額を見直す。また、一定の住宅用地については、課
税標準の特例や負担調整措置が設けられ、評価額がそのまま課税標準額にならない場合がある。
固定資産税の免税点

●同一の市町村内に所有する固定資産の課税標準
　額の合計が右の場合、固定資産税はかからない。
納税義務者

●毎年1月1日現在で、固定資産を所有している人が納税義務者となる。ここで所有しているという
のは、土地登記簿、家屋登記簿、償却資産課税台帳等に所有者として登録されている人をいう。

●売買等によって実際の所有者が変わっていても、登記簿等の名義変更手続が1月1日現在において
済んでいない場合、前の所有者が納税義務者となる。

情報公開制度

土地・家屋の評価額等の決定と公示

●土地・家屋の評価額等は、毎年3月31日（決定期限）までに決定され、公示される。

固定資産課税台帳の閲覧及び土地価格等縦覧帳簿・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

●納税義務者、借地人・借家人等、固定資産の管理処分権を有する一定の者は、新年度の価格等の公示日
以降であれば、いつでも固定資産課税台帳記載事項の閲覧と証明書の交付を受けることができる。

●土地又は家屋の固定資産税の納税者は、自己の所有する土地・家屋の評価額を、その土地・家屋の
所在する市町村内の他の土地・家屋の評価額と比較することができるよう、それぞれ次に掲げる事
項を記載した土地ごと家屋ごとに作成された土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿を縦覧す
ることができる。

●税率は自治体により異なることがある。

土地……………30万円未満
家屋……………20万円未満
償却資産……150万円未満

控除額 （最高限度額は62万5千円）

　次のイ及びロの合計額

イ．必須工事

子育て対応改修工事の標準的な
費用の額（補助金等の額を除く）

限度額250万円
×  10％ ＝   控除額（最高控除額は25万円）

ロ．必須工事の対象工事限度額超過分及びその他のリフォーム

必須工事に係る標準的な
費用相当額と同額まで＊

×  5％ ＝   控除額（最高控除額は37万5千円）

＊最大対象工事限度額は必須工事と併せて合計1,000万円が限度

工事をした
家屋の要件

●工事をした家屋で床面積が50㎡以上であるもの
●その者が主として居住の用に供すると認められるもの
●工事に自己の居住用以外の部分がある場合は、居住用部分の工事費が全体の2分

の1以上であるもの

所得税額の特別控除・固定資産税　　31所得税額の特別控除・固定資産税　　31
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●縦覧期間　毎年、4月1日から、①4月20日又は②その年度の最初の納期限の日のうち、いずれか遅
い日以後の日までの間、縦覧帳簿を見ることができる。

審査の申出と審査請求
●審査申出　固定資産課税台帳に登録された価格について不服がある場合は、価格等の公示日から納

税通知書の交付を受けた日後3か月までの間に、固定資産評価審査委員会に審査の申出をすること
ができる。

　　ただし、評価替えを行う年度以外の年度については、地目の変換、家屋の改築又は損壊など特別の
事情がある場合に限られる。

●審査請求　固定資産課税台帳に登録された価格以外の事項について不服（納税義務者の認定や課税
標準の特例の適用等）がある場合は、納税通知書の交付を受けた日（処分があったことを知った日）
から3か月までの間に、市町村長に対して審査請求を行うことができる。

特例に該当する土地とは？
●住宅用地とは、現に人の居住する家屋の敷地のことであり、建築予定の土地は該当しな

い。なお、家屋の床面積の10倍の面積を限度とする。
●併用住宅の場合、敷地全体の面積のうち、住宅に係る居住部分の割合に応じて下記の率

を乗じた面積が住宅用地の特例の対象となる。

●アパートなどの場合、200㎡に部屋数を乗じた面積が小規模住宅用地の限度面積とされ
る。

●空家等対策の促進に関する特別措置法に基づく必要な措置の勧告の対象となった特定空
家等に該当する土地については、この特例の適用対象外となる。

負担水準の区分
70％を超える場合
60％以上70％以下の場合

60％未満の場合

その年度の評価額×70％
前年度の課税標準額（据置き）

ただし、　
・「上記の額＞60％」の場合は、60％を上限

　　　　　・「上記の額＜20％」の場合は、20％を下限

①
②

③

課税標準額

宅地等についての特例
（1）住宅用地に対する課税標準の特例

次のように算出した額を課税標準とする。

（2）宅地に係る固定資産税の負担調整措置
①　令和6年度から令和8年度までの商業地等の宅地の負担調整措置
　　商業地等の宅地のうち、負担水準の区分が70％を超えるものは、その年度の評価額の70％相当

額を課税標準として計算した額、60％以上70％以下のものは一律前年度の税額を据え置き、60％未
満のものは、原則、前年度の課税標準額にその年度の評価額の5％＊を加えた額を課税標準額とする。

200㎡までの小規模住宅用地の部分……評価額×1／6
200㎡を超える一般住宅用地の部分……評価額×1／3

家屋 居住部分の割合 率

地上階数5以上を有する
耐火建築物である家屋

上記以外

4分の1以上2分の1未満
2分の1以上4分の3未満
4分の3以上
4分の1以上2分の1未満
2分の1以上

0.5
0.75
1.0
0.5
1.0

前年度の課税標準額＋その年度の評価額×5％＊

＊都市部の税負担を考慮し、自治体が条例により、課税標準の上限を評価額の60％から70％の
範囲内で減額できることとなっている。

②　令和6年度から令和8年度までの住宅用地の負担調整措置

③　その他の調整措置
（イ）固定資産税の評価額は、地方税法上、基準年度（令和6年度が該当）の価格を3年間据え置くこ

とになっているが、令和7年度及び令和8年度においてさらに地価の下落傾向がみられる場合は、
価格に修正を加える特例措置が設けられている。

（ロ）令和6年度から令和8年度までの商業地等及び住宅用地に係る固定資産税について、令和6年度
から令和8年度までの税額が、前年度税額に条例で定められている1.1以上の割合を乗じて得た
額を超える場合には、その超える額を減額することができる措置が設けられている。

負担水準の区分
100％以上の場合
100％未満の場合

本則課税標準額（その年度の評価額×1/6（又は1/3））

ただし、
　・「課税標準額＞本則課税標準額×100％」の場合

　　　　
　　　→本則課税標準額×100％を上限

　　　　　・「課税標準額＜本則課税標準額×20％」の場合

　　　　
　　　→本則課税標準額×20％を下限

（イ）
（ロ）

課税標準額

課税標準額
本則課税標準額

前年度の課税標準額＋  その年度の評価額×1/6（又は1/3）　×5％

新築住宅等についての特例
新築住宅に対する税額の軽減

●次表の条件を満たす新築家屋については、家屋に係る税額が軽減される。
軽減額
軽減期間

条件

●120㎡以下の部分に対応する税額×2分の1
●3年間（構造及び階数に対する要件なし）
●5年間（耐火構造・準耐火構造等で地上3階以上のもの）
●家屋の総床面積の2分の1以上が居住用であること
●居住用部分の床面積が50㎡以上280㎡以下であること
　（賃貸住宅の場合は、各室が40㎡以上280㎡以下）

●平成21年6月4日から令和8年3月31日までの間に一定の基準に適合する認定長期優良
住宅を新築した場合は、軽減期間が一般住宅よりも拡充される。

　・中高層耐火建築物以外：3年間→5年間
　・中高層耐火建築物　　：5年間→7年間
　ただし、認定長期優良住宅を新築した年の翌年1月31日までに一定の書類を添付して申

告を行う必要がある。

＊令和4年4月1日から令和
8年3月31日までに新築
されたものに適用される。

商業地等の
負 担 水 準

前年度の課税標準額
当該年度の評価額

＝ ̶ ×100％

32　　不動産を購入するときにかかる税金32　　不動産を所有しているときにかかる税金
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●縦覧期間　毎年、4月1日から、①4月20日又は②その年度の最初の納期限の日のうち、いずれか遅
い日以後の日までの間、縦覧帳簿を見ることができる。

審査の申出と審査請求
●審査申出　固定資産課税台帳に登録された価格について不服がある場合は、価格等の公示日から納

税通知書の交付を受けた日後3か月までの間に、固定資産評価審査委員会に審査の申出をすること
ができる。

　　ただし、評価替えを行う年度以外の年度については、地目の変換、家屋の改築又は損壊など特別の
事情がある場合に限られる。

●審査請求　固定資産課税台帳に登録された価格以外の事項について不服（納税義務者の認定や課税
標準の特例の適用等）がある場合は、納税通知書の交付を受けた日（処分があったことを知った日）
から3か月までの間に、市町村長に対して審査請求を行うことができる。

特例に該当する土地とは？
●住宅用地とは、現に人の居住する家屋の敷地のことであり、建築予定の土地は該当しな

い。なお、家屋の床面積の10倍の面積を限度とする。
●併用住宅の場合、敷地全体の面積のうち、住宅に係る居住部分の割合に応じて下記の率

を乗じた面積が住宅用地の特例の対象となる。

●アパートなどの場合、200㎡に部屋数を乗じた面積が小規模住宅用地の限度面積とされ
る。

●空家等対策の促進に関する特別措置法に基づく必要な措置の勧告の対象となった特定空
家等に該当する土地については、この特例の適用対象外となる。

負担水準の区分
70％を超える場合
60％以上70％以下の場合

60％未満の場合

その年度の評価額×70％
前年度の課税標準額（据置き）

ただし、　
・「上記の額＞60％」の場合は、60％を上限

　　　　　・「上記の額＜20％」の場合は、20％を下限

①
②

③

課税標準額

宅地等についての特例
（1）住宅用地に対する課税標準の特例

次のように算出した額を課税標準とする。

（2）宅地に係る固定資産税の負担調整措置
①　令和6年度から令和8年度までの商業地等の宅地の負担調整措置
　　商業地等の宅地のうち、負担水準の区分が70％を超えるものは、その年度の評価額の70％相当

額を課税標準として計算した額、60％以上70％以下のものは一律前年度の税額を据え置き、60％未
満のものは、原則、前年度の課税標準額にその年度の評価額の5％＊を加えた額を課税標準額とする。

200㎡までの小規模住宅用地の部分……評価額×1／6
200㎡を超える一般住宅用地の部分……評価額×1／3

家屋 居住部分の割合 率

地上階数5以上を有する
耐火建築物である家屋

上記以外

4分の1以上2分の1未満
2分の1以上4分の3未満
4分の3以上
4分の1以上2分の1未満
2分の1以上

0.5
0.75
1.0
0.5
1.0

前年度の課税標準額＋その年度の評価額×5％＊

＊都市部の税負担を考慮し、自治体が条例により、課税標準の上限を評価額の60％から70％の
範囲内で減額できることとなっている。

②　令和6年度から令和8年度までの住宅用地の負担調整措置

③　その他の調整措置
（イ）固定資産税の評価額は、地方税法上、基準年度（令和6年度が該当）の価格を3年間据え置くこ

とになっているが、令和7年度及び令和8年度においてさらに地価の下落傾向がみられる場合は、
価格に修正を加える特例措置が設けられている。

（ロ）令和6年度から令和8年度までの商業地等及び住宅用地に係る固定資産税について、令和6年度
から令和8年度までの税額が、前年度税額に条例で定められている1.1以上の割合を乗じて得た
額を超える場合には、その超える額を減額することができる措置が設けられている。

負担水準の区分
100％以上の場合
100％未満の場合

本則課税標準額（その年度の評価額×1/6（又は1/3））

ただし、
　・「課税標準額＞本則課税標準額×100％」の場合

　　　　
　　　→本則課税標準額×100％を上限

　　　　　・「課税標準額＜本則課税標準額×20％」の場合

　　　　
　　　→本則課税標準額×20％を下限

（イ）
（ロ）

課税標準額

課税標準額
本則課税標準額

前年度の課税標準額＋  その年度の評価額×1/6（又は1/3）　×5％

新築住宅等についての特例
新築住宅に対する税額の軽減

●次表の条件を満たす新築家屋については、家屋に係る税額が軽減される。
軽減額
軽減期間

条件

●120㎡以下の部分に対応する税額×2分の1
●3年間（構造及び階数に対する要件なし）
●5年間（耐火構造・準耐火構造等で地上3階以上のもの）
●家屋の総床面積の2分の1以上が居住用であること
●居住用部分の床面積が50㎡以上280㎡以下であること
　（賃貸住宅の場合は、各室が40㎡以上280㎡以下）

●平成21年6月4日から令和8年3月31日までの間に一定の基準に適合する認定長期優良
住宅を新築した場合は、軽減期間が一般住宅よりも拡充される。

　・中高層耐火建築物以外：3年間→5年間
　・中高層耐火建築物　　：5年間→7年間
　ただし、認定長期優良住宅を新築した年の翌年1月31日までに一定の書類を添付して申

告を行う必要がある。

＊令和4年4月1日から令和
8年3月31日までに新築
されたものに適用される。

商業地等の
負 担 水 準

前年度の課税標準額
当該年度の評価額

＝ ̶ ×100％
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【貸家住宅の要件】
①総床面積の50％以上が住居として貸家の用に供されていること
②床面積が60㎡以上200㎡以下（共同住宅等は、各独立部分ごとに50㎡以上200㎡以下）であ

ること

新築貸家住宅の敷地の用に供する旧特定市街化区域農地の税額の軽減
　平成12年1月1日から平成30年3月31日までの間に、特定市街化区域農地の所有者等が、その農地
の転用の届出後に、一定の貸家住宅〔床面積が60㎡（戸建以外は50㎡）以上200㎡以下であり、か
つ、居住用部分の割合が2分の1以上であるもの〕を新築し、貸家の用に供している場合（その敷地に
ついて良好な居住環境の整備のための公共施設の整備が行われたものであることにつき市長の認定を受
けた場合に限る）には、新築の日の区分に応じ、その敷地にかかる当初3年度分の固定資産税額が、次
のように減額される。
●平成27年4月1日から令和2年3月31日までの新築分　12分の1を減額

サービス付き高齢者向け賃貸住宅の税額の軽減
　平成23年10月20日から令和7年3月31日までに新築された高齢者の居住の安定確保に関する法
律に規定するサービス付き高齢者向け賃貸住宅で、1戸あたりの床面積が30㎡以上160㎡以下

（R5.3.31までは180㎡以下、R3.3.31までは210㎡以下、H29.3.31までは280㎡以下）、住宅
戸数が10戸以上（H29.3.31までは5戸以上）であるものについては、新築後5年度間に限り、その
住宅（120㎡までの部分に限る）の固定資産税額が次のように減額される。
　①　平成23年10月20日から平成27年3月31日までの新築分　3分の2を減額
　②　平成27年4月1日から令和7年3月31日までの新築分　　　市町村が定める割合を減額

住宅耐震改修に伴う税額の軽減
　平成18年1月1日から令和8年3月31日までの間に、住宅（昭和57年1月1日以前から存していた
家屋）について一定の耐震改修工事（一戸当たりの工事費が50万円超のもの）を施した場合には、そ
の工事完了時期に応じて、改修工事完了年の翌年度分の固定資産税額から、最大3年間にわたり、固
定資産税額の2分の1が減額される。

●耐震基準適合住宅の耐震改修工事が完了し
た日から3か月以内に申告書の提出が必要。

工事完了期間 減額期間 減額割合
平成21年12月31日まで
平成24年12月31日まで
令和8年3月31日まで

3年度分
2年度分

1年度分（＊1）
2分の1を減額

＊1通行障害既存耐震不適格建築物に該当する
ものについては、2年度分にわたり、減額
が可能。

＊2減額の対象は、一戸当たり120㎡相当分
までに限られる。

＊3長期優良住宅の認定を受けて改修された場
合には、工事完了翌年度分に限り3分の2
を減額。

●「一定の者」とは、①65歳以上の者、②要介護又は要支援の認定を受けている者、③障
害者である者をいう。

●バリアフリー改修工事が完了した日から3か月以内に申告書の提出が必要。

バリアフリー改修工事に伴う税額の軽減

　平成19年4月1日から令和8年3月31日までの間に、新築された日から10年以上経過した住宅の
うち、一定の者が居住するもの（賃貸住宅を除く）について、バリアフリー改修工事を行い、その改
修工事に要した費用から補助金等をもって充てる部分を除いた費用が50万円超の場合、その家屋の翌
年度分の固定資産税（100㎡相当分までが限度）は、改修工事が完了した年の翌年度分に限り、3分
の1減額される。

特定市街化区域農地に新築した中高層耐火建築物である貸家住宅の税額の軽減
　平成4年1月1日から平成30年3月31日までの間に、特定市街化区域農地の所有者等が、その農地
の転用の届出後に、基盤整備を伴ってその土地の上に地上階数3以上の耐火構造又は準耐火構造である
貸家住宅で､次に掲げるものを新築し､貸家の用に供している場合は､貸家部分の固定資産税額のうち、
1戸（各独立部分）当たり床面積100㎡までの部分の税額が、次のように減額される。

＊地上階数2以下の場合は、新築住宅に対する税額の軽減が適用される。

建物の構造 減額期間 減額割合

地上階数3以上のもの
当初3年間
その後2年間

3分の2を減額
2分の1を減額

建物の構造 減額期間 減額割合

地上階数3以上のもの
当初2年間
その後3年間

3分の2を減額
2分の1を減額

●平成24年4月1日～平成27年3月31日に新築し、貸家の用に供した場合 ●平成27年4月1日～平成30年3月31日に新築し、貸家の用に供した場合

●居住部分の割合がその家屋の2分の1以上であること（賃貸部分を除く）
●改修工事完了後、3か月以内に一定の書類を添付した申告書の提出が必要。
●この税額の軽減の適用を受けるには、上記申告書に登録住宅性能評価機関、指定確認検

査機関又は建築士事務所に所属する建築士の発行する証明書の添付が必要。
●他の税額の軽減規定（33～34ページ）との併用はできないが、「バリアフリー改修工事

に伴う税額の軽減」規定（35ページ）との併用は可。
●長期優良住宅の認定を受けて改修された場合には工事完了翌年度分に限り3分の2が減額

される。

（１）改修後の床面積が50㎡以上280㎡以下となる次の省エネ改修工事
　　　①居室の全ての窓の改修工事  
　　　　又は　　　　　　　　　　　　床の断熱工事
　　　②居室の全ての窓の改修工事＋　天井の断熱工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　壁の断熱工事

（２）改修工事に要した費用が次のいずれかに該当すること（補助金等を除く）
　　　①断熱改修に係る工事費が60万円超
　　　②断熱改修に係る工事費が50万円超であって、太陽光発電装置、高効率空調機、
　　　　高効率給湯器、太陽熱利用システムの設置に係る工事費とあわせて60万円超

省エネ改修を行った住宅の税額の軽減

　令和4年4月1日から令和8年3月31日までの間に、平成26年4月1日に存する住宅（賃貸住宅を除く）
について省エネ改修工事を行った場合、その家屋の翌年度分の固定資産税（120㎡相当分までが限度）
は、改修工事が完了した年の翌年度分に限り、3分の1減額される。
●対象となる省エネ改修工事

タワーマンションに係る固定資産税の課税方法

　高さが60ｍ超のタワーマンションの固定資産税については、不動産取得税（11ページ）と同様に、
全体に係る固定資産税を「階層別占有床面積補正率」により補正する方法により課税される。（平成30
年度から課税されることになったタワーマンションについて適用される。ただし、平成29年4月1日前
に売買契約が締結されたものを除く。）
　なお、上記にかかわらず、居住用超高層建築物の区分所有者全員による申出（階層別専有床面積補正
率を用いないこととする申出を含む。）があった場合には、当該申し出た割合により当該居住用超高層
建築物に係る固定資産税額を按分することができる。

34　　不動産を購入するときにかかる税金34　　不動産を所有しているときにかかる税金
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【貸家住宅の要件】
①総床面積の50％以上が住居として貸家の用に供されていること
②床面積が60㎡以上200㎡以下（共同住宅等は、各独立部分ごとに50㎡以上200㎡以下）であ

ること

新築貸家住宅の敷地の用に供する旧特定市街化区域農地の税額の軽減
　平成12年1月1日から平成30年3月31日までの間に、特定市街化区域農地の所有者等が、その農地
の転用の届出後に、一定の貸家住宅〔床面積が60㎡（戸建以外は50㎡）以上200㎡以下であり、か
つ、居住用部分の割合が2分の1以上であるもの〕を新築し、貸家の用に供している場合（その敷地に
ついて良好な居住環境の整備のための公共施設の整備が行われたものであることにつき市長の認定を受
けた場合に限る）には、新築の日の区分に応じ、その敷地にかかる当初3年度分の固定資産税額が、次
のように減額される。
●平成27年4月1日から令和2年3月31日までの新築分　12分の1を減額

サービス付き高齢者向け賃貸住宅の税額の軽減
　平成23年10月20日から令和7年3月31日までに新築された高齢者の居住の安定確保に関する法
律に規定するサービス付き高齢者向け賃貸住宅で、1戸あたりの床面積が30㎡以上160㎡以下

（R5.3.31までは180㎡以下、R3.3.31までは210㎡以下、H29.3.31までは280㎡以下）、住宅
戸数が10戸以上（H29.3.31までは5戸以上）であるものについては、新築後5年度間に限り、その
住宅（120㎡までの部分に限る）の固定資産税額が次のように減額される。
　①　平成23年10月20日から平成27年3月31日までの新築分　3分の2を減額
　②　平成27年4月1日から令和7年3月31日までの新築分　　　市町村が定める割合を減額

住宅耐震改修に伴う税額の軽減
　平成18年1月1日から令和8年3月31日までの間に、住宅（昭和57年1月1日以前から存していた
家屋）について一定の耐震改修工事（一戸当たりの工事費が50万円超のもの）を施した場合には、そ
の工事完了時期に応じて、改修工事完了年の翌年度分の固定資産税額から、最大3年間にわたり、固
定資産税額の2分の1が減額される。

●耐震基準適合住宅の耐震改修工事が完了し
た日から3か月以内に申告書の提出が必要。

工事完了期間 減額期間 減額割合
平成21年12月31日まで
平成24年12月31日まで
令和8年3月31日まで

3年度分
2年度分

1年度分（＊1）
2分の1を減額

＊1通行障害既存耐震不適格建築物に該当する
ものについては、2年度分にわたり、減額
が可能。

＊2減額の対象は、一戸当たり120㎡相当分
までに限られる。

＊3長期優良住宅の認定を受けて改修された場
合には、工事完了翌年度分に限り3分の2
を減額。

●「一定の者」とは、①65歳以上の者、②要介護又は要支援の認定を受けている者、③障
害者である者をいう。

●バリアフリー改修工事が完了した日から3か月以内に申告書の提出が必要。

バリアフリー改修工事に伴う税額の軽減

　平成19年4月1日から令和8年3月31日までの間に、新築された日から10年以上経過した住宅の
うち、一定の者が居住するもの（賃貸住宅を除く）について、バリアフリー改修工事を行い、その改
修工事に要した費用から補助金等をもって充てる部分を除いた費用が50万円超の場合、その家屋の翌
年度分の固定資産税（100㎡相当分までが限度）は、改修工事が完了した年の翌年度分に限り、3分
の1減額される。

特定市街化区域農地に新築した中高層耐火建築物である貸家住宅の税額の軽減
　平成4年1月1日から平成30年3月31日までの間に、特定市街化区域農地の所有者等が、その農地
の転用の届出後に、基盤整備を伴ってその土地の上に地上階数3以上の耐火構造又は準耐火構造である
貸家住宅で､次に掲げるものを新築し､貸家の用に供している場合は､貸家部分の固定資産税額のうち、
1戸（各独立部分）当たり床面積100㎡までの部分の税額が、次のように減額される。

＊地上階数2以下の場合は、新築住宅に対する税額の軽減が適用される。

建物の構造 減額期間 減額割合

地上階数3以上のもの
当初3年間
その後2年間

3分の2を減額
2分の1を減額

建物の構造 減額期間 減額割合

地上階数3以上のもの
当初2年間
その後3年間

3分の2を減額
2分の1を減額

●平成24年4月1日～平成27年3月31日に新築し、貸家の用に供した場合 ●平成27年4月1日～平成30年3月31日に新築し、貸家の用に供した場合

●居住部分の割合がその家屋の2分の1以上であること（賃貸部分を除く）
●改修工事完了後、3か月以内に一定の書類を添付した申告書の提出が必要。
●この税額の軽減の適用を受けるには、上記申告書に登録住宅性能評価機関、指定確認検

査機関又は建築士事務所に所属する建築士の発行する証明書の添付が必要。
●他の税額の軽減規定（33～34ページ）との併用はできないが、「バリアフリー改修工事

に伴う税額の軽減」規定（35ページ）との併用は可。
●長期優良住宅の認定を受けて改修された場合には工事完了翌年度分に限り3分の2が減額

される。

（１）改修後の床面積が50㎡以上280㎡以下となる次の省エネ改修工事
　　　①居室の全ての窓の改修工事  
　　　　又は　　　　　　　　　　　　床の断熱工事
　　　②居室の全ての窓の改修工事＋　天井の断熱工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　壁の断熱工事

（２）改修工事に要した費用が次のいずれかに該当すること（補助金等を除く）
　　　①断熱改修に係る工事費が60万円超
　　　②断熱改修に係る工事費が50万円超であって、太陽光発電装置、高効率空調機、
　　　　高効率給湯器、太陽熱利用システムの設置に係る工事費とあわせて60万円超

省エネ改修を行った住宅の税額の軽減

　令和4年4月1日から令和8年3月31日までの間に、平成26年4月1日に存する住宅（賃貸住宅を除く）
について省エネ改修工事を行った場合、その家屋の翌年度分の固定資産税（120㎡相当分までが限度）
は、改修工事が完了した年の翌年度分に限り、3分の1減額される。
●対象となる省エネ改修工事

タワーマンションに係る固定資産税の課税方法

　高さが60ｍ超のタワーマンションの固定資産税については、不動産取得税（11ページ）と同様に、
全体に係る固定資産税を「階層別占有床面積補正率」により補正する方法により課税される。（平成30
年度から課税されることになったタワーマンションについて適用される。ただし、平成29年4月1日前
に売買契約が締結されたものを除く。）
　なお、上記にかかわらず、居住用超高層建築物の区分所有者全員による申出（階層別専有床面積補正
率を用いないこととする申出を含む。）があった場合には、当該申し出た割合により当該居住用超高層
建築物に係る固定資産税額を按分することができる。
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校
了

都市計画税
OUTLINE

税率

●都市計画事業や土地区画整理事業にかかる費用の一部に充当するため、市町村が課す地方税。
●市街化区域内の土地・家屋が課税対象。
●税額を算出するには、固定資産税評価額を基準とする。
●固定資産税と一緒に納税通知書が送付され、固定資産税と併せて納付する。

課税標準額×0.3％（制限税率）

課税標準
●固定資産税評価額が課税標準額となる。
●土地については固定資産税と同じく『負担調整措置』があり、調整後の額が課税標準額となる。
●建物について、固定資産税と同様の軽減措置をとっている自治体もある。

宅地等についての特例
（1）住宅用地に対する課税標準の特例：住宅用地については、次の額を課税標準とする。

　　●200㎡までの小規模住宅用地の部分……評価額×1／3
　　●200㎡を超える一般住宅用地の部分……評価額×2／3

（2）土地に係る都市計画税の負担調整措置：固定資産税と同じ。

●固定資産税が免税点未満の場合、都市計画税も課税されない。

●0.3％を上限として、各市町村が条例で税率を決めるため、自治体により異なる場合が
ある。

所有者不明土地等に係る固定資産税の課税
　過疎化と高齢化に伴い増加する所有者不明土地等について、次の（1）又は（2）に該当する者を所
有者とみなして、令和3年度以後の年度分について固定資産税が課税される。

（1）現に所有している者（相続人等）に対する課税
　所有者として登記又は登録がされている個人が賦課期日前に死亡している場合は、土地又は家
屋を現に所有している者に対して、当該市町村の条例で定めるところにより、現所有者の住所及
び氏名その他固定資産税の賦課徴収に必要な事項を申告させることができる。

（2）使用者を所有者とみなして課税
　市町村が、政令で定める方法により調査を尽くしても固定資産の所有者の存在が不明である場
合には、事前に使用者に対し通知したうえで、その使用者を所有者とみなして、固定資産課税台
帳に登録し、その使用者に固定資産税が課税される。

譲渡所得
OUTLINE
●土地や家屋などを譲渡して得られる利益（いわゆる値上がり益）を譲渡所得という｡
●個人が不動産を譲渡した場合、その所得と他の所得を分離して所得税と住民税が課税される｡
●税額を計算するには､収入金額そのものではなく､取得費や譲渡費用等を差し引いた残り（譲渡益）が
基準となる。
●譲渡内容により各種軽減措置がある。
　イ）居住用財産の3,000万円特別控除
　ロ）居住用財産の軽減税率
　ハ）特定の居住用財産の買換えの特例

課税対象となる金額
●所得税・住民税は、土地・家屋等を譲渡した収入金額から取得費や譲渡するためにかかった費用、所
得控除額の控除不足額、特別控除額を差し引いた残りに課税される。

取得費
　取得費は、次の算式で求める。

＊取得に要した金額：資産を取得したときの購入代金や製作原価に、その資産を取得するために直接要した
費用などを加えた金額をいう。
①　購入の場合；購入代金のほか、買入手数料、購入にあたり支払った立退料、契約書の印紙税、登録免
許税、登録に要する費用、不動産取得税、宅地造成費用などその資産の購入のために要した費用及びそ
の資産を使用するために直接要した費用の金額の合計額（ただし、業務用資産の登録免許税、不動産取
得税等のうちその業務の必要経費に算入した金額を除く）

②　自己の建設･製作又は製造の場合；建設等のために要した原材料費、労務費及び経費、業務の用に供
するために直接要した費用の額

③　宅地造成費用；埋立て、地盛り、地ならし、切土、防壁、その他の土地の造成又は改良のために要し
た費用

非課税
（1）強制換価手続等により資産を譲渡した場合
　資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難である場合における強制換価手続等による資産
の譲渡による所得は課税されない。

（2）相続財産の物納をした場合
　個人がその財産を物納の許可を受けて物納した場合には、その財産の譲渡はなかったものとみな
され、その譲渡による所得は課税されない。

（3）国等に対して資産を寄附した場合

総合課税方式と分離課税方式
　税額の計算は、原則として1年間の各種所得を合計して所得税・住民税がかけられる総合
課税方式だが､不動産の譲渡は、他の所得と分離して課税する「分離課税方式」となる｡

収入
金額

取得費－ ＋ － ＝
譲渡
費用

特別
控除

課税譲渡所得金額

（譲渡益）

その資産の取得
に要した金額

設備費
改良費＋

家屋等減価する資産の
ときは、償却費相当額－ ＝ 取得費

36　　不動産を購入するときにかかる税金36　　不動産を所有しているときにかかる税金


